
労働基準関係法制研究会 

開催要綱 

 

１．趣旨・目的 

新型コロナウイルス感染症の影響やデジタル技術等の進展により、企業を取り巻

く環境や働く人の意識が変化し、働く人の働き方に対する意識等が個別・多様化し

ている背景を踏まえ、働き方や職業キャリアに関するニーズ等を把握しつつ、新し

い時代を見据えた労働基準関係法制の課題を整理することを目的として「新しい時

代の働き方に関する研究会」（座長：今野浩一郎学習院大学名誉教授・学習院さくら

アカデミー長）が開催され、これからの労働基準法制の在り方について報告書がと

りまとめられたところである。 

また、「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（平成 30 年

法律第 71 号。以下「働き方改革関連法」という。）附則第 12 条第１項及び第３項

において、働き方改革関連法による改正後の労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）

等について、その施行の状況等を勘案しつつ検討を加え、必要があると認めるとき

は、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとされている。 

そこで、今後の労働基準関係法制について包括的かつ中長期的な検討を行うとと

もに、働き方改革関連法附則第 12 条に基づく労働基準法等の見直しについて、具

体的な検討を行うことを目的として、「労働基準関係法制研究会」（以下「本研究会」

という。）を開催する。 

 

２．検討事項 

本研究会においては、次に掲げる事項について調査・検討を行う。  

①「新しい時代の働き方に関する研究会」報告書を踏まえた、今後の労働基準関

係法制の法的論点の整理 

②働き方改革関連法の施行状況を踏まえた、労働基準法等の検討 

 

３．運営 

⑴ 本研究会は、厚生労働省労働基準局長が学識経験者（別紙）の参集を求めて開

催する。 

⑵ 本研究会においては、必要に応じ、⑴の参集者以外の者の出席を求めることが

ある。 

⑶ 研究会、会議資料及び議事録については、原則として公開とする。ただし、個

社のヒアリング等、公開することにより、特定の者に不当な利益を与え又は不利

益を及ぼすおそれがある場合等において、座長が非公開が妥当であると判断した

際には、非公開とすることができる。なお、非公開とする場合には、その理由を

明示するとともに、議事要旨を公開する。 

⑷ 本研究会の座長は、参集者の互選により選出し、座長代理は座長が指名する。 

⑸ 本研究会の庶務は、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において行う。 
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